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一般社団法人 日本ヒューマンスキル教育推進協会 会員規約 

 

この規約(以下「本規約」)は、一般社団法人日本ヒューマンスキル教育推進協会(以下「当協会」)と、当協会の正

会員および賛助会員(以下総称「会員」)との間に適用される。 

 

当協会の会員に入会申し込みをした時点で、本規約に同意したとみなす。 

 

第１章 総則 

 

第１条(目的) 

当協会は、様々な社会問題の予防と改善のため人間性教育やヒューマンスキルの向上を呼び掛ける教育活動を行

う法人である。ヒューマンスキルについてセミナーや検定試験を通し、当協会の考えを普及、推進、活用しても

らうためインストラクターや、人材育成者の技術向上ならびに養成を行うことを目的としている。 

 

当協会認定の、インストラクターや人材育成担当者が属する法人が当協会所定の方法により申請を行った場合、

当協会の正会員となることができる。 

また、上記に該当しない場合も、当協会の活動、目的に賛同する個人または法人が申請を行った場合、当協会の

賛助会員となることができる。 

 

第２条(規約の変更、追加の連絡) 

当協会が必要と判断した場合、会員の承諾を得ずに本規約を変更、追加する場合がある。 

当協会は、規約を変更または追加した旨とその内容を、当協会の公式ホームページに記載する。 

ホームページへの記載が完了した時点をもって、新しい規約が有効となることとする。 

 

変更後の規約に同意できない場合、会員は当協会所定の方法により退会の申込を行うことができる。 

 

第３条(提携事業) 

当協会は平成１８年よりヒューマンスキル教育を行ってきた日本心理教育コンサルティングの教育プログラ

ム・方法論を活用し設立された法人である。資格認定のために行うセミナーを日本心理コンサルティング(以下「提

携事業」)へ委託する場合がある。 

 

この場合、セミナーで使用する資料ならびに技術の著作権は提携事業が保有するものとする。 

 

 

第２章 会員制度 

 

第４条(会員の種類) 

正会員とは、次の各号にあげる条件のいずれかを満たす個人または法人をいう。 

 

(1)当協会認定のインストラクター資格を保有し、当協会の活動内容、目的に賛同し教育活動を行う個人 

(2)当協会が主催する人材育成講座を受講し指導者資格を保有する担当者の属する法人かつ、当協会の活動内容、
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目的に賛同し当協会または提携事業が提供した資料ならびに教育技術を使用する法人 

 

賛助会員とは、次にあげる条件を満たす個人または法人をいう。 

 

当協会の活動内容、目的に賛同し支援する意思がある個人または法人 

 

第５条(会員の権利) 

正会員になることで得る権利は、次の各号にあげるものとする。 

 

(1)個人の場合、当協会により認定されたインストラクターの名称、教材、教育プログラムを使用し、教育・事業

活動を行う権利 

(2)法人の場合、当協会あるいは提携事業により得た資料、教育技術等を使用し職場における人材育成を行う権利 

(3)当協会主催のアフターサポート講習を受講する権利 

(4)当協会あるいは提携事業が行うセミナーを正会員価格で受講する権利 

(5)当協会主催の会員同士の交流会に参加する権利 

 

賛助会員となることで得られる権利は、次の号にあげるものとする。 

 

(1)当協会あるいは提携事業が行うセミナーを賛助会員価格で受講する権利 

(2)当協会主催の会員同士の交流会に参加する権利 

 

第６条(入会) 

次の各号にあげる条件を入会申込者(以下「申込者」)が全て満たした場合、当協会は入会申込の審査を行う。 

当協会と申込者間で契約が成立した場合、申込者は会員として認められるものとする。 

 

(1)第４条にあげた会員の条件のうち、正会員はいずれか、賛助会員は全てを満たしていること 

(2)当協会所定の入会申込書から入会申込を行っていること 

(3)当協会所定の方法により入会金ならびに年会費を支払い済みであること 

 

第７条(入会の不承認) 

次の各号にあげる条件のうちいずれかに該当する場合、会員の入会申込があった場合でも承認を行わない場合が

ある。 

 

(1)申込者が入会申込書に記載した内容に不備、偽りがあった場合 

(2)その他、当協会が不適切と判断した場合 

 

第８条(会費) 

申込者は、当協会所定の方法により入会金および年会費を当協会宛に支払うものとする。 

会員の種類、個人、法人により会費の金額が異なる。所定のページに記載してあるので参照のこと。 
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第９条(会員資格の有効期間) 

会員資格の保有権利(以下「会員資格」)は、当協会が入会申込書を受け取った後、指定の金額の入会金および年

会費が支払われたことを確認した時点より有効となる。 

当協会は、会員資格が発生した旨を所定の方法により会員に連絡する。 

会員資格の有効期間は、会員資格が発生した日から１年後の同日までとする。 

 

第１０条(会員情報の変更) 

会員は、入会申込書に記載した情報に変更が生じた場合、すみやかに当協会のホームページ内の問い合わせフォ

ームまたはＦＡＸ等より変更の旨を伝え、情報を更新すること。 

会員の都合により情報の変更の連絡が遅れたことによる不都合の責任は、当協会は負わないものとする。 

 

第１１条(退会) 

会員が退会を希望する場合は、当協会指定の方法で申し出ることにより、いつでも自由に退会することができる。 

所定の方法の申し出により退会した場合、第９条の有効期間終了をもって会員時に所有していた全ての権利が破

棄される。 

入会時に支払われた会費の払い戻しは行わないものとする。 

 

第１２条(会員資格の停止、解除) 

次の各号にあげる条件のいずれかに会員が該当する場合、当協会の判断で会員の資格を停止、解除できるものと

する。 

この場合、第９条の会員資格の有効期間内であってもただちに会員時に所有していた権利を失うものとする。 

(1)暴力、犯罪にかかわる場合 

(2)当協会、他の会員、提携事業の名誉を傷つける行為がなされた場合 

(3)当協会、他の会員、提携事業の著作権やプライバシーを侵害する行為がなされた場合 

(4)入会申込書の内容に虚偽の記載があったと発覚した場合 

(5)その他、当協会が不適合と判断した場合 

 

第１３条(会員資格の喪失) 

次の各号にあげる条件のいずれかに該当する場合、会員は資格を喪失するものとする。 

(1)会員から退会の申込があった場合 

(2)退会の申し出がなく、次期の年会費が会費により期日までに支払われなかった場合 

(3)会員が死亡した場合 

(4)会員として登録している法人または団体が消滅した場合 

(5)当協会が消滅した場合 

(6)会費が本規約に違反した場合 

 

第１４条(会員資格喪失に伴う権利喪失) 

会員は、第１３条(2)から(6)の理由により会員資格を喪失した場合、会員資格の有効期間内であっても次の各号

にあげる権利をただちに失うものとする。 

(1)当協会および提携事業に著作権のある資料、技術を使用し教育・事業活動を行う権利 

(2)当協会認定のインストラクター・指導者を名乗った教育・事業活動を行う権利 
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第１５条(会員資格喪失後の債務) 

会員は、第１３条により会員資格を喪失した後も、当協会に債務がある場合には、速やかに精算を行う義務があ

る。 

 

第１６条(会費の返金) 

当協会に会員の意思により支払われた会費は、当協会に過失がない限り払い戻しを行わないものとする。 

 

 

第３章 禁止行為 

 

第１７条(名称の無断使用) 

会員は、無断で当協会の名称を使用し、宣伝や営利活動を行わないこととする。 

 

 

第４章 知的財産権 

 

第１８条(権利の帰属) 

当協会あるいは提携事業によるセミナーや講習等で提供される資料、技術等の著作、商標等の権利は、当協会ま

たは提携事業に帰属する。 

 

第１９条(権利の扱い) 

会員は、当協会あるいは提携事業によるセミナーや講習等で得た資料、技術等を、当協会および提携事業の指導

の範囲を超えて無断で営利活動に使用してはならないこととする。 

 

 

第５章 個人情報の管理 

 

第２０条(個人情報) 

個人情報とは、会員の氏名、法人名、性別、生年月日、年齢、電話番号、メールアドレス、住所等をいう。 

 

第２１条(個人情報の取扱) 

当協会は、当協会が別途定める「個人情報の取扱」に従い、会員の個人情報を適切に扱う。 

会員は、第三者へ個人情報を安易に開示しないようプライバシーの保護に努めること。 

 

 

第６章 免債事項 

 

第２２条(当協会の責任の範囲) 

次の各号にあげる事由により、当協会と会員間で不具合が生じた場合も、当協会は責任を負わないものとする。 

(1)天災、自然現象、通信回線のトラブルによる情報伝達の遅れ、サービスの停止等が生じた場合 

(2)当協会または提携事業が提供する資料、技術等を指導の範囲を超えて、会員が自らの判断により使用、改変し
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被害を被った場合 

(3)第１２条、１３条により会員資格を喪失したことにより損害が生じた場合 

 

第７章 損害賠償 

 

第２３条(損害賠償に関わる責任) 

当協会と会員、提携事業または第三者間で生じた損害の責任は次の各号にあげるとおりとする。 

(1)会員が当協会に対し何らかの被害を損害を与えた場合には、会員は損害の支払いの責任を負うものとする。 

(2)会員と第三者の間でトラブルが生じた場合、当協会は責任を負わないものとする。 

(3)当協会に重大な過失あり、会員に対し責任を負う場合は、該当する会員の年会費１回分を上限とする。 

 

 

第８章 附則 

 

第２４条(訴訟管轄) 

当協会と会員の間で訴訟が生じた場合は、横浜地方裁判所を管轄裁判所とする。 

 

第２５条(会員資格喪失後の規約の有効範囲) 

会員は、会員の資格を喪失した後も永続的に、当規約の第１４条から第２４条の内容の効力を受けるものとする。 

 

第２６条(準拠法) 

本規約は、全て日本法が適用されるものとする。 

 

第２７条(規約の追加) 

本規約に定めのない事項については、当協会の判断により順次追加を行う。 

 

 

本規約は２０１６年４月１５日より施行される。 


